
１ 事業報告 

（１）事業活動（公益目的事業の実施状況） 

【公１：県内の河川及び湖沼における水産資源の増殖促進に関する事業（増殖促進事業）】 

県内における河川及び湖沼を取り巻く環境は、社会経済の進展による生産拡大及び生活様式の変化に伴う人為的汚

濁廃水の増大、更に河川工事、自然流水量の減少等により自然生態系が大きく変化し、水生動物等の生息環境が著し

く損なわれ、魚類等の水産資源が年々減少している。水生動物等にやさしい生息環境づくりを推進するため、河川及

び湖沼の環境改善の進展と並行して、激減している魚類等の水産資源の保護及び培養に積極的に取り組む。 

ア 助成 

河川及び湖沼の水産資源の増殖を促進するために内水面漁業協同組合（以下「内水面漁協」という。）が実施  

する淡水魚介類の種苗の放流（アユ、ヤマメ、ウナギ、フナ）及び水産資源の確保等（アユ、ヤマメの産卵場

造成等）のための事業に対し、事業費の一部を助成した。 

助成対象は、効率的かつ円滑に河川及び湖沼の環境改善及び水産資源の増殖促進を図るため、長期にわたり

淡水魚介類の放流を行い水産資源の保護増殖に取り組むこと等により豊かな河川及び湖沼の環境の維持に努め

ていることに加え、河川及び湖沼の状況に精通しているほか、各水域の増殖促進のための事業について専門的

な知識を蓄積している内水面漁協に対して助成することとしている。 

報告書には放流尾数等詳細な記載を求め、事業内容の把握に努めるとともに、県、内水面漁協と情報を共有

しながら事業を進めている。 

当法人は、内水面漁協が実施する事業に対して助成を行うことで、水産資源の保護増殖、河川及び湖沼の環

境改善に寄与している。 

決算額：７，７４６，０００円 

［実施状況］ 

（ア）実施主体：千代川漁業協同組合 

・概要：アユの稚魚810㎏放流、アユの産卵場造成 

・事業費（うち助成費）：2,625,005円（2,326,000円） 

（イ）実施主体：天神川漁業協同組合 

・概要：アユの稚魚15万尾放流、ヤマメの成魚450㎏放流、渓流魚の産卵場造成 

・事業費（うち助成費）：3,498,000円（1,361,000円） 

（ウ）実施主体：日野川水系漁業協同組合 

・概要：ヤマメの成魚1,714kg放流、ヤマメの稚魚21,650尾放流、アユの産卵場造成 

・事業費（うち助成費）：5,613,300円（2,665,000円） 

（エ）実施主体：湖山池漁業協同組合 

・概要：フナ採卵・孵化50,000尾放流、ウナギの稚魚30㎏放流、エビ等の産卵場造成、シジミ孵化放流

及び漁場清掃、ワカサギ卵放流場所調査 

・事業費（うち助成費）：948,689円（693,000円） 

（オ）実施主体：東郷湖漁業協同組合 

・概要：ウナギの稚魚60㎏放流、フナの稚魚30,000尾放流、エビ等の産卵場造成、漁場整備、池の清

掃、湖底耕うん 

・事業費（うち助成費）：1,011,000円（701,000円） 

イ 調査等 

河川及び湖沼における水産資源の保護増殖、生態系の維持及び保全、また環境保全のための調査等を実施す

る。 

アユの捕食被害対策としてのテグス張りの効果検証、アユの捕食被害状況の把握のための調査を行った。ま

た、遊漁者等への情報提供のため、アユの放流状況をわかりやすく地図上に示した。 

決算額：２７５，０００円 

［実施状況］ 

（ア）カワウ被害防止調査（県受託事業） 

  県の指導を受けて千代川漁協実施後のテグス張りの状況調査、効果の確認等を行ったほか、千代川の代表

地点において定点カメラによるカワウの撮影試験を行った。 

（イ）アユ放流状況調査 

アユの放流状況等について千代川漁協と天神川漁協から聞き取りを行い地図化したものを、法人のホーム

ページに掲載した。 



【公２：県内の河川及び湖沼における水生動物等に親しむ機会の提供の促進に関する事業（ふれあい事業）】 

一般県民にとって、河川や湖沼は川遊びや釣りなどの親水性レクリエーションの場となっており、社会的に大きな

役割を果たしている。しかしながら、現状は河川及び湖沼の流域の改変や内水面を取り巻く環境の変化に伴い、水生

動物等に親しむ機会も希薄しているため、この役割がますます重要となっていることから、内水面の環境に対する理

解を深め、関心を持ってもらい、河川や湖沼において水生動物等に親しむ機会を提供するとともに水産資源と人との

共存及び生態系の保全・維持の重要性を周知し、地域の活性化に寄与することをめざす。  

ア 助成 

市町村、非営利団体、内水面漁協等が河川や湖沼において実施する魚等のつかみ取り及び放流等の15事業

（祭りやイベントの中での開催も可。）に対し、事業費の一部を助成した。 

この事業は、事業実施年度の前年度中に、市町村及び内水面漁協へ直接照会するほか、ホームページへの掲

載により公募し、応募のあった全ての事業について理事会に諮り、書類の審査及び選定を行い、年間予算額及

び事業数の範囲内で助成先及び助成額を決定している。また、市町村実施分を除く事業は県の補助金を活用し

ている。 

令和７年度は、助成額を事業費の２分の１以下、上限５万円とし、応募のあった全ての事業を助成対象事業

とした。 

事業は、定期的に現地確認を行い、実施状況を法人のホームページに掲載することで、広く県民等へ周知し

ている。 

近年、水や魚に親しむ機会が減少しており、本事業のように豊かな自然環境の中で、直接水や魚に触れるこ

とは、子どもたちの豊かな成長に寄与し、環境への理解を深めるための貴重な体験となるほか、水産資源の保

護増殖に対する関心が高まる。 

決算額：６１０，０００円 

［実施状況］ 

（ア）実施主体：鳥取市 

・概要：地域の児童17名によるヤマメの稚魚放流 

・効果：自然豊かな清流である袋川の魚や川に対して関心を深める機会となったほか、自然・生命・人間を

慈しむ心を育英することができた。 

・事業費（うち助成費）：66,300円（33,000円） 

（イ）実施主体：八頭町 

・概要：町内園児約50名（３保育所）によるヤマメの稚魚放流 

・効果：水産資源の保護及び増殖を図るとともに、豊かな自然環境の中で水や魚に親しむ機会となった。

また、放流した魚が泳ぐ様子を観察することで、魚の豊かな川づくりの意義の醸成に繋がった。 

・事業費（うち助成費）：120,000円（50,000円）  

（ウ）実施主体：若桜町 

・概要：町内園児10名によるヤマメの稚魚放流 

・効果：魚や水環境に興味・関心を持ってもらうことができたほか、釣客（観光客）の集客、清流のまち

若桜のPRにも繋がった。 

・事業費（うち助成費）：100,320円（50,000円）  

（エ）実施主体：勝部地域まちづくり協議会 

・概要：参加者約100名によるヤマメのつかみ取り 

・効果：子供やその保護者に地元の豊かな自然や魚に親しむ機会を提供することができたほか、同時開催の

祭りの盛り上げの一助となり、活力あるまちづくりの推進に寄与した。 

・事業費（うち助成費）：109,030円（50,000円） 

（オ）実施主体：河原町あゆ祭企画実行委員会 

・概要：中学生以下の参加者約500名によるアユのつかみ取り 

・効果：水や魚に親しむことの楽しさを体験するとともに、魚の豊かな川づくりを推進する機会となったほ

か、河原地域のまちづくり、商工産業の活性化に寄与した。 

・事業費（うち助成費）：429,500円（50,000円） 

（カ）実施主体：国府フィッシングフェスタ実行委員会 

・概要：参加者約200名によるヤマメ釣り 

・効果：豊かな自然の中で魚や川に対する関心を深める機会となったほか、県内外から多数参加があったこ

とから、国府地域の活性化に寄与した。 

・事業費（うち助成費）：1,062,000円（50,000円） 

（キ）実施主体：小鷲河ふる里をまもる会 



・概要：参加者約300名によるヤマメのつかみ取り、淡水魚の生態観察 

・効果：親子のふれあいの場となったほか、自然環境の大切さ、河川に生息する生き物について学ぶ機会と

なった。また、事業後に同場所への川遊びの来訪者が増えることから、地域の活性化にも寄与して

いる。 

・事業費（うち助成費）：122,290円（50,000円） 

（ク）実施主体：佐治ふるさと祭り実行委員会 

・概要：参加者51名によるヤマメ釣り 

・効果：豊かな自然や魚の特性を知り、自然の恵みの大切さを再認識してもらうとともに、水産資源の保

護を促進することができた。 

・事業費（うち助成費）：95,784円（47,000円） 

（ケ）実施主体：三滝まもり隊 

・概要：参加者150名によるヤマメ及びイワナのつかみ取り 

・効果：水と魚に親しみ、楽しさを体験する機会となった。 

・事業費（うち助成費）：85,310円（42,000円） 

（コ）実施主体：智頭町親水公園連絡協議会 

・概要：町内児童32名によるヤマメのつかみ取り、河川学習 

・効果：自然の中で楽しむことの素晴らしさを感じ、郷土の川への親しみを育むとともに、自然環境の大切

さや生態系について考える機会となった。また、人と動植物との関わり、水辺の安全意識について

学ぶことができたほか、仲間との親睦を深めることができた。 

・事業費（うち助成費）：35,387円（17,000円） 

（サ）実施主体：高勢地域協議会 

・概要：地域住民等約100名によるヤマメ及びイワナのつかみ取り 

・効果：豊富できれいな水や生き物、環境保全への関心を高める機会となった。 

・事業費（うち助成費）：60,000円（30,000円） 

（シ）実施主体：竹田地域協議会 

・概要：地域住民等約40名によるヤマメのつかみ取り 

・効果：豊富できれいな水や生き物、環境保全への関心を高める機会となった。 

・事業費（うち助成費）：50,000円（25,000円） 

（ス）実施主体：みささ村地域協議会 

・概要：地域住民等約130名によるヤマメのつかみ取り 

・効果：三徳川の魅力を再認識するとともに、魚の棲むきれいな川づくりへの意識を高める機会となった。 

・事業費（うち助成費）：60,000円（30,000円） 

（セ）実施主体：江府町観光協会 

・概要：小学生以下の参加者約450名によるアユのつかみ取り 

・効果：地域の伝統行事の関連行事として行っていることから住民交流の場となったほか、水や魚に親しむ

機会を提供することで河川美化の啓発を図ることができた。 

・事業費（うち助成費）：200,000円（50,000円） 

（ソ）実施主体：日野川水系漁業協同組合 

・概要：地域の園児23名によるサケの稚魚放流 

・効果：豊かな自然環境の中で水や魚に親しむ機会となったほか、水産資源の保護増殖、漁業振興の活性化

に繋がった。 

・事業費（うち助成費）：73,800円（36,000円） 

 

【公３：県内の河川及び湖沼に関する水産資源の保護培養のための普及啓発に関する事業（普及啓発事業）】 

県内の河川及び湖沼において円滑に水生動物等にやさしい生息環境づくりを推進していくため、内水面に関わるそ

れぞれの立場の人たち（一般県民、行政、漁業関係者等）が内水面における水産資源の実状を認識し、正しい専門知

識を身につけ効果的な事業の実施及び信頼を深め協力体制の構築に繋がる機会を提供するほか、内水面に関する規則

等重要な情報を積極的に発信していくこと等により、水産資源の保護培養のための普及啓発を行う。 

ア 講演会等 

  河川及び湖沼の環境の悪化等外的要因を起因とする水産資源に関する問題点を中心とした内容をテーマとし、

講演会等を開催する。有識者による講演により現況の認識及び情報の共有、また参加者により意見交換を行

い、河川環境の改善のための方針の決定や水利調整を図る機会とする。 

 



 

［実施状況］ 

 令和７年度内水面漁業振興講演会 

「地球温暖化がサケに及ぼす影響～サケを守りつつ、サケの恵みを受ける～」 

 本県において2022年頃から激減しているサケの遡上について、県内の現状を知るとともに、世界的にも研究

結果が高く評価されている講師から地球温暖化が及ぼす影響、今後の取組について学ぶ機会とする講演会を県

の水産振興課と共同開催した。 

・日 時：令和７年10月28日（火）午後１時30分から午後３時35分まで 

・場 所：新日本海新聞社中部本社２階ホール（倉吉市上井町１丁目156番地） 

・参加者：国土交通省、鳥取県、内水面漁協組合員等 35名 

・概 要 

〇発表１「鳥取県におけるサケ放流等の取組報告」 

発表者 中前雄一郎氏（サケの飼育放流放流プロジェクト代表） 

〇発表２「鳥取県東部におけるサケ稚魚の出現について」 

発表者 太田太郎氏（公立大学法人公立鳥取環境大学環境学部環境学科准教授） 

〇講演 「地球温暖化がサケに及ぼす影響～サケを守りつつ、サケの恵みを受ける～」 

講 師 帰山雅秀氏（国立大学法人北海道大学名誉教授） 

  ＜アンケートの実施＞ 

・次年度以降に実施する講演会等の検討のために参加者にアンケートを実施した。集計の結果、理解度、内容

ともに高評価を得ることができた。 

イ マップの作成 

当法人が作成している、２河川２湖沼＊における各釣り場の表示や規則等を掲載した持ち運び可能な「マッ

プ」を、毎年最新の情報に修正し各関係機関（市町村、遊漁証取扱先、内水面漁協）に無償配布する。また、

作成したマップをホームページに掲載し、幅広く活用してもらう。 
＊３河川２湖沼のうち現在１河川は漁協独自で作成 

マップは、関係漁協、県の確認を受けるとともに、助言を得ながら作成している。 

内水面における禁止区域、規則等について、関係機関、ホームページを通じて、遊漁者等へ情報発信、周知

を行った。 

決算額：１１７，８５４円 

［作成状況］ 

作成部数：4,010部 
（天神川水系川マップ：1,680部、日野川水系川マップ：2,200部、湖山池マップ：90部、東郷池マップ：40部） 

 

 

  



（事業の公益性を確保する取組の実績） 

令和７年度における当法人の事業の公益性を確保する取組の実績は下記のとおり。 

※県に提出している書類「２．個別の事業の内容について（１）公益目的事業について〔２〕事業の公益性について」の事業区分ごとの

チェックポイント、チェックポイントに該当する旨の説明の表を引用して実績を記載。 

 

【公１：県内の河川及び湖沼における水産資源の増殖促進に関する事業（増殖促進事業）】 

(18) 上

記の事

業区分

に該当

しない

場合

1.事業目的（趣旨：不特定多数でない者の利益の増進への寄

与を主たる目的に掲げていないかを確認する趣旨。）

2.事業の合目的性（趣旨：事業の内容や手段が事業目的を実

現するのに適切なものになっているかを確認する趣旨。）

ア　受益の機会の公開（例 受益の機会が、一般に開かれてい

るか）

イ　事業の質を確保するための方策（例 専門家が適切に関与

しているか）

ウ　審査・選考の公正性の確保（例 当該事業が審査・選考を

伴う場合、審査・選考が公正に行われることとなっているか）

エ　その他（例 公益目的として設定した事業目的と異なり、業

界団体の販売促進、共同宣伝になっていないか）

（注）2.（事業の合目的性）ア～エは例示であり、事業の特性

に応じてそれぞれ事実認定上の軽重には差がある。

〈助成〉

1.　水産資源の保護増殖に関する事業等によって、魚の豊か

な川づくりを推進し、本県の河川及び湖沼の環境改善及び水

産資源の増殖促進に寄与することを目的としている。事業目的

や概要をホームページでも公表している。

2.

ア　河川及び湖沼の環境改善及び水産資源の増殖を促進す

ることで、自然生態系及び水生動物等の生息環境が確保さ

れ、ひいては県民全体の生活環境の向上と地域社会の活性

化へと繋がり、不特定多数の者の利益の増進に寄与するもの

である。

イ　事業の質を確保するため、県内の河川及び湖沼や地域の

実情に精通している役員をはじめ、県内のアユ等の生態研究

等を行っている県の水産関係者等の専門家の助言を得ながら

事業活動を進める。

ウ　審査・選考を伴うものではなく、該当せず。

エ　特定の団体や業界の利益を図るものではない。

左記のとおり実施した。

（２．のウ、エは記載のとお

り。）

(6) 調

査、資

料収集

1.当該調査、資料収集が不特定多数の者の利益の増進に寄

与することを主たる目的として位置付け、適当な方法で明らか

にしているか。

2.当該調査、資料収集の名称や結果を公表していなかったり、

内容についての外部からの問合せに答えないということはない

か。

（注）ただし、受託の場合、個人情報保護、機密性その他の委

託元のやむを得ない理由で公表できない場合があり、この場

合は、当該理由の合理性について個別にその妥当性を判断す

る。

3.当該調査、資料収集に専門家が適切に関与しているか。

4.当該法人が外部に委託する場合、そのすべてを他者に行わ

せること（いわゆる丸投げ）はないか。

〈調査等〉

1.　河川及び湖沼における水産資源の保護増殖、生態系の維

持及び保全、また環境保全のための調査等によって魚の豊か

な川づくりを推進し、本県の河川及び湖沼の環境改善及び水

産資源の増殖促進に寄与することを目的としている。事業目的

や概要をホームページでも公表している。

2.　調査内容、得られた結果はホームページに掲載し、不特定

多数の者が入手できるようにしている。

3.　調査は、県内のアユの遡上調査等を行っている県の水産

関係者、県内の河川及び湖沼、地域の実情に精通している漁

協の組合員等の専門家の指示、助言を得ながら実施する。

4.　外部への委託はない。

左記のとおり実施した。

※２．については提供可能な

放流状況調査の結果に限る。

取組実績

 （下欄事業区分欄から、法人の事業に該当の区分を選択してください。事業区分ごとのチェッ

クポイントがその横に表示されます。該当する事業区分がないと考える場合には、最後の

(18)「上記事業区分に該当しない場合」を選択してください。）
（左欄に表示されたチェックポイントに対して、できるだけ対応するよ
うに、どのように事業を行うのかがわかるように記載してください。）事業

区分
区分ごとのチェックポイント

チェックポイントに該当する旨の説明

 

 

【公２：県内の河川及び湖沼における水生動物等に親しむ機会の提供の促進に関する事業（ふれあい事業）】 

 （下欄事業区分欄から、法人の事業に該当の区分を選択してください。事業区分ごとのチェッ

クポイントがその横に表示されます。該当する事業区分がないと考える場合には、最後の

(18)「上記事業区分に該当しない場合」を選択してください。）

チェックポイントに該当する旨の説明

（左欄に表示されたチェックポイントに対して、できるだけ対応するよ

うに、どのように事業を行うのかがわかるように記載してください。）事業

区分
区分ごとのチェックポイント

(13) 助
成（応
募型）

1.当該助成が不特定多数の者の利益の増進に寄与することを
主たる目的として位置付け、適当な方法で明らかにしている
か。

2.応募の機会が、一般に開かれているか。
3.助成の選考が公正に行われることになっているか。（例：個

別選考に当たって直接の利害関係者の排除）
4.専門家など選考に適切な者が関与しているか。

5.助成した対象者、内容等を公表しているか。（個人名又は団
体名の公表に支障がある場合、個人名又は団体名の公表は
除く。）

6.（研究や事業の成果があるような助成の場合、）助成対象者
から、成果についての報告を得ているか。

1.　水生動物等に親しむ機会の提供の促進に関する事業等に
よって、魚の豊かな川づくりを推進し、本県の内水面の環境の
理解及び地域の活性化に寄与することを目的とする。事業目

的や内容をホームページでも公表している。
2.　ホームページへ掲載する方法でも募集しているほか、各市

町村から地域の非営利団体等へ周知をお願いしている。
3.　審査・選考を行う会議では、当該事業の助成要望者から提

出された要望書等の資料を全て配付し、十分に審査した上選
考することとしている。直接の利害関係者は採択する際には排
除している。

4.　審査・選考に関わる役員等については、県や市町村、内水
面漁協の代表者等の有識者を選任している。

5.　助成した対象者及び内容は、ホームページへの掲載方法
で公表している。

6.　事業実施の際は、できるだけ立ち会うようにし、事業後は
実績報告を提出させている。（使途不明な金額、不明な事業
内容等あれば、証拠書類の提出を求める。）

左記のとおり実施した。

※６．については計画に基づ
き当該年度は４事業立ち会っ

た。

取組実績

 



【公３：県内の河川及び湖沼に関する水産資源の保護培養のための普及啓発に関する事業（普及啓発事業）】 

左記のとおり実施した。
※４．については講師等に対

する報酬の支払いはなかっ
た。

 （下欄事業区分欄から、法人の事業に該当の区分を選択してください。事業区分ごとのチェッ

クポイントがその横に表示されます。該当する事業区分がないと考える場合には、最後の

(18)「上記事業区分に該当しない場合」を選択してください。）

チェックポイントに該当する旨の説明

（左欄に表示されたチェックポイントに対して、できるだけ対応するよ

うに、どのように事業を行うのかがわかるように記載してください。）事業

区分
区分ごとのチェックポイント

(18) 上
記の事

業区分
に該当

しない
場合

1.事業目的（趣旨：不特定多数でない者の利益の増進への寄
与を主たる目的に掲げていないかを確認する趣旨。）

2.事業の合目的性（趣旨：事業の内容や手段が事業目的を実
現するのに適切なものになっているかを確認する趣旨。）

ア　受益の機会の公開（例 受益の機会が、一般に開かれてい
るか）

イ　事業の質を確保するための方策（例 専門家が適切に関与
しているか）
ウ　審査・選考の公正性の確保（例 当該事業が審査・選考を

伴う場合、審査・選考が公正に行われることとなっているか）
エ　その他（例 公益目的として設定した事業目的と異なり、業

界団体の販売促進、共同宣伝になっていないか）
（注）2.（事業の合目的性）ア～エは例示であり、事業の特性

に応じてそれぞれ事実認定上の軽重には差がある。

〈マップの作成〉
1.　魚の豊かな川づくりを推進し、本県の水産資源の保護培養

のための普及啓発活動及び地域の活性化に寄与することを目
的としている。事業目的や内容をホームページでも公表してい

る。
2.

ア マップは、県内の市町村及び内水面漁協並びに遊漁証取
扱先に無償で配布するほか、ホームページへも掲載し、不特
定多数の者が情報を入手できるようにしている。

イ　事業の質を確保するため、県の水産振興課及び内水面漁
協から掲載内容の意見聴取（内水面漁業調整規則や各漁協

の遊漁規則の確認も含む。）及び助言を得ながら作成してい
る。

ウ　審査・選考を伴うものではなく、該当せず。
エ　特定の団体や業界の利益を図るものではない。

左記のとおり実施した。

（２．のウ、エは記載のとお
り。）

(3) 講
座、セミ

ナー、
育成

1.当該講座、セミナー、育成（以下「講座等」）が不特定多数の
者の利益の増進に寄与することを主たる目的として位置付け、

適当な方法で明らかにしているか。
2.当該講座等を受講する機会が、一般に開かれているか。

（注）ただし、高度な専門的知識・技能等を育成するような講座
等の場合、質を確保するため、レベル・性格等に応じた合理的
な参加の要件を定めることは可。

3.当該講座等及び専門的知識・技能等の確認行為（受講者が
一定のレベルに達したかについて必要に応じて行う行為）に当

たって、専門家が適切に関与しているか。
（注）専門的知識の普及を行うためのセミナー、シンポジウム

の場合には、確認行為については問わない。
4.講師等に対して過大な報酬が支払われることになっていな

いか。

〈講演会等〉
1.　魚の豊かな川づくりを推進し、本県の水産資源の保護培養

のための普及啓発活動及び地域の活性化に寄与することを目
的としている。事業目的や内容をホームページでも公表してい

る。
2.　各関係者への通知だけでなく、ホームページ等を通じて団
体・個人問わず、広く一般の人が参加できるよう呼びかけてい

る。
3.　当日、参加者に講演会の内容等に関するアンケートを配布

し回答してもらうことで、当該講演の理解度や専門的知識の普
及となっているか確認し、次年度以降実施する講演会等を検

討するときの参考にしている。
4.　講師等に対しては、鳥取県の講師手当に準じて報酬を支

払うこととしている。

取組実績

 

 

  



（２）法人管理 

ア 会議の開催状況 

【評議員会】 
会議名 開催日(決議日)・場所 出席者数等 議題 

第22回評議員会 令和７年６月12日 

農林水産部会議室 
(鳥取県庁本庁舎４階) 

評議員４名 
(評議員総数４名) 

<決議及び承認事項> 

第１号議案 評議員長の選任について 

第２号議案 令和６年度事業及び決算報告について 

第３号議案 理事の選任について 

<報告事項> 

・新規債券の運用について 

第23回評議員会 
(決議の省略による) 

令和８年３月５日 評議員総数４名 <決議事項> 

第１号議案 公益財団法人鳥取県魚の豊かな川づくり基金

役員及び評議員の報酬等並びに費用に関する

規程の一部改正について 

【理事会】 
会議名 開催日(決議日)・場所 出席者数等 議題 

第42回理事会 令和７年５月20日 

特別会議室 
(鳥取県庁議会棟３階) 

理事３名 
(理事総数３名) 

監事２名 

<決議及び承認事項> 

第１号議案 令和６年度事業及び決算報告について 

第２号議案 定時評議員会の開催について 

<報告事項> 

・代表理事及び業務執行理事の職務の執行状況について 

・新規債券の運用について 

第43回理事会 
(決議の省略による) 

令和７年６月18日 理事総数４名 

監事総数２名 

<決議事項> 

第１号議案 代表理事及び業務執行理事の選定について 

 

第44回理事会 
(決議の省略による) 

令和７年11月14日 理事総数４名 

監事総数２名 

<承認事項> 

第１号議案 令和７年度事業計画書の一部変更について 

第２号議案 令和７年度補正予算について 

第45回理事会 
(決議の省略による) 

令和８年１月13日 理事総数４名 

監事総数２名 

<承認事項> 

第１号議案 令和７年度第２次補正予算について 

第46回理事会 令和８年２月17日 

第36会議室 
(鳥取県庁第２庁舎６階) 

理事４名 
(理事総数４名) 

監事１名 

<決議及び承認事項> 

第１号議案 令和８年度における基本財産の運用について 

第２号議案 令和６年度収支相償及び令和７年度中期的収

支均衡による剰余金の解消方法について 

第３号議案 令和８年度事業計画及び収支予算について 

第４号議案 令和８年度資金調達及び設備投資の見込みに

ついて 

第５号議案 令和８年度ふれあい事業助成対象の審査及び

選定について 

第６号議案 公益財団法人鳥取県魚の豊かな川づくり基金

役員及び評議員の報酬等並びに費用に関する

規程の一部改正について 

第７号議案 臨時評議員会の開催について 

<報告事項> 

・代表理事及び業務執行理事の職務の執行状況について 

第47回理事会 
(決議の省略による) 

令和８年３月16日 理事総数４名 

監事総数２名 

<承認事項> 

第１号議案 当法人が行う公益目的事業の種類及び内容に

ついて 

イ 職務執行体制 

令和７年度は６月の定時評議員会開催後、代表理事１名（中田達彦代表理事）の再任、業務執行理事１名

（氏良介業務執行理事）の新任を決議の省略の方法による理事会で決議した。 

代表理事及び業務執行理事の２名により職務執行が行われた。 

ウ 運営体制の充実を図るための取組 

 ・評議員、理事、監事は、公平かつ有益な意見を得るため、内部からは選任せず、多方面から選任を行ってい

る。また、選任の際は、専門、知見等バランスを考慮している。 

  ・新任の評議員、理事、監事については、当法人の概要、事業内容、問題事項等の説明を候補者に直接行い、理

解、納得いただいた上で就任いただいている。 



  ・評議員、理事、監事には、余裕をもって事前に会議資料を送り、内容を確認いただくようにしている。また、

必要があれば、個別に内容説明を行っている。 

  ・役員報酬が不当に高額とならないように、鳥取県の附属機関委員の報酬の額を参考にして定めている支給基準

に基づき、出席の都度支給している。（R8.4.1から規程を一部変更） 

  ・法人のＷＥＢサイトにおいて、開示対象となっている事業計画書等の情報に加え、公益法人として行っている

事業の内容等についても掲載し、法人運営、事業の透明性の向上に取り組んでいる。 

  


